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「放射線業務従事者の線量等に関する報告について」（平成 14 年 4 月 1 日付け平成 14・03・18

原院第3号）に基づき，放射線業務従事者線量等報告書（平成22年度分）を次の通り提出します。 

なお，本報告は，平成28年8月31日（運総発官28第203号）で報告を行ったもののうち，別紙

のとおり訂正が必要となったことから，再報告するものです。 

 

 



施設名  福島第一原子力発電所
運転状況

発電所合計 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機

     　　　電 気 出 力 4,696 MW 460 MW 784 MW 784 MW 784 MW 784 MW 1,100 MW

     　　　発電電力量        24,072,919MWh 2,074,567MWh 4,665,508MWh 4,677,489MWh 4,566,046MWh 4,379,717MWh 3,709,592MWh

     　　　設備利用率        58.5% 51.5% 67.9% 68.1% 66.5% 63.8% 38.5%

    　　　 運転状況 資料１ 資料２ 資料３ 資料４ 資料５ 資料６

　※東日本大震災前後の内訳は別紙参照

１．年度の放射線業務従事者線量

線　　量　　分　　布　　（人）

 5mSv以下  5mSvを超え 10mSvを超え 15mSvを超え 20mSvを超え 25mSvを超え 30mSvを超え 35mSvを超え
10mSv以下 15mSv以下 20mSv以下 25mSv以下 30mSv以下 35mSv以下 40mSv以下

社　　員 340 232 292 231 182 129 95 58

その他 8,907 1,497 781 401 137 88 67 55

合　　計 9,247 1,729 1,073 632 319 217 162 113

（続き）

線　量　分　布　（人） 総線量 平均線量 最大線量
40mSvを超え 45mSvを超え  50mSvを超える 合　 計 (人・Ｓｖ) （ｍＳｖ） （ｍＳｖ）
45mSv以下 50mSv以下

社　　員 44 41 290 1,934 54.24 28.0 670.48

その他 36 31 126 12,126 59.53 4.9 238.69

合　　計 80 72 416 14,060 113.76 8.1

２．平成１３年４月１日を始期とする５年間ごとの線量が100mSvを超えた者

    　　　 125 （人）

福一・22・１／７

Ⅰ．放　射　線　業　務　従　事　者　線　量　関　係　※



３．女子（妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を事業者等に書面で申し出た者

  及び妊娠中の者を除く）の放射線業務従事者の線量

線　　量　　分　　布　　（人） 総線量 平均線量 最大線量

1mSv以下 1mSvを超え 2mSvを超え 5mSvを超える (人・Ｓｖ) （ｍＳｖ） （ｍＳｖ）
2mSv以下 5mSv以下  

社 　員 39 1 0 0 0.00 0.1 1.28

第１四半期 その他 38 0 0 0 0.00 0.1 0.45

合　 計 77 1 0 0 0.01 0.1

社 　員 34 0 0 0 0.00 0.1 0.58

第２四半期 その他 35 0 0 0 0.00 0.0 0.52

合　 計 69 0 0 0 0.00 0.1

社 　員 35 1 0 0 0.00 0.1 1.83

第３四半期 その他 37 0 0 0 0.00 0.0 0.70

合　 計 72 1 0 0 0.01 0.1

社 　員 32 1 7 2 0.06 1.5 22.40

第４四半期 その他 36 0 0 0 0.00 0.1 0.94

合　 計 68 1 7 2 0.07 0.8

４．妊娠中の女子の放射線業務従事者において線量限度を超えた者

　(1) 腹部表面の等価線量が２mSvを超えた者 0 (人)

　(2) 内部被ばくによる実効線量が１mSvを超えた者 0 (人)

福一・22・２／７



Ⅱ．　廃　　棄　　物　　関　　係

１．放射性気体廃棄物の放出量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （単位：Bq）

全希ガス 　
１３１

Ｉ 全粒子状物質  ３
Ｈ 備　　考

原子炉施設合計 ND 2.8×10
4

1.1×10
6

1.5×10
12

１,２号機共用排気筒 ND 2.8×10
4 ND 4.7×10

11

３,４号機共用排気筒 ND ND 1.1×10
6

4.2×10
11

５,６号機共用排気筒 ND ND ND 5.1×10
11

２号機タービン建屋
換  気  系  排  気  筒

ND ND ND 3.4×10
10

３号機タービン建屋
換  気  系  排  気  筒

ND ND ND 1.1×10
10

４号機タービン建屋
換  気  系  排  気  筒

ND ND ND 2.1×10
10

廃棄物集中処理建屋
換  気  系  排  気  筒

ND ND ND 2.4×10
10

その他排気筒 ND ND

年間放出管理目標値 8.8×10
15

4.8×10
11

※　欄内の数値はH２３年３月１１日までの値である。
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排
気
筒
別
内
訳

放射性気体廃棄物の放出放射能（Ｂｑ）は、排気中の放射性
物質の濃度（Ｂｑ／ｃｍ３）に排気量（ｃｍ３）を乗じて求めてい
る。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はＮＤと表示
した。

検出限界濃度は以下のとおり。

全希ガス：２×１０－２（Ｂｑ／ｃｍ３）以下
１３１Ｉ：７×１０－９（Ｂｑ／ｃｍ３）以下

全粒子状物質：４×１０－９（Ｂｑ／ｃｍ３）以下
（６０Ｃｏで代表した）

その他排気筒（内訳）
・焼却炉建屋排気口

・雑固体廃棄物減容処理建屋排気口
・サイトバンカ建屋換気系排気口

・使用済燃料共用プール排気口
・第５固体廃棄物貯蔵庫（固型化処理エリア）

換気系排気口

※東日本大震災の影響により平成２３年３月１１日までの

データを評価した。



２．放射性液体廃棄物の放出量

（単位：Bq）

　全核種 核　　種　　別

( 
３
Hを除く)

５１
Cr

５４
Mn

５９
Fe

５８
Co

６０
Co

１３１
I

原子炉施設合計 ND ND ND ND ND ND ND

１号機排水口 ND ND ND ND ND ND ND

２号機排水口 ND ND ND ND ND ND ND

３号機排水口 ND ND ND ND ND ND ND

４号機排水口 ND ND ND ND ND ND ND

５号機排水口 ND ND ND ND ND ND ND

６号機排水口 ND ND ND ND ND ND ND

年間放出管理目標値 2．2×10
11

（続き）

核　　種　　別 ３
Ｈ 備     考

１３４
Cs

１３７
Cs その他

原子炉施設合計 ND ND ND 2.2×10
12

１号機排水口 ND ND ND ND

２号機排水口 ND ND ND 8.9×10
10

３号機排水口 ND ND ND 2.6×10
11

４号機排水口 ND ND ND 8.1×10
11

５号機排水口 ND ND ND 6.7×10
11

６号機排水口 ND ND ND 3.9×10
11

年間放出管理目標値 

※　欄内の数値はH２３年３月１１日までの値である。
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放射性液体廃棄物の放出放射能（Ｂｑ）は、排水中の放射性物質
の濃度（Ｂｑ／ｃｍ３）に排水量（ｃｍ３）を乗じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はＮＤと表示した。

検出限界濃度は以下のとおり。

放射性液体廃棄物（３Ｈを除く）：２×１０－２（Ｂｑ／ｃｍ３）以下
（６０Ｃｏで代表した）

３Ｈ：２×１０－１（Ｂｑ／ｃｍ３）以下

※東日本大震災の影響により平成２３年３月１１日までのデータを

評価した。



３．放射性固体廃棄物等の発生量及び保管量

（１）固体廃棄物貯蔵庫

固体廃棄物貯蔵庫

ドラム缶  その他 合　　計 備  考

均質固化体 充填固化体 雑　固　体

当該年度の発生量 １，１３６本 １，５６６本 １２，５１３本 ０本相当 １５，２１５本相当

当該年度の減少量 ９６０本 ２，４９６本 １０，６３６本 ０本相当 １４，０９２本相当

施設内減量 ０本 ０本 １０，６３６本 ０本相当 １０，６３６本相当

施設外減量 ９６０本 ２，４９６本 ０本 ０本相当 ３，４５６本相当

年度末保管量 １４，９４７本 ２，９２５本 １５７，７８９本 １０，１５５本相当 １８５，８１６本相当

貯蔵設備容量 ２８４，５００本相当

（２）その他の設備

サイトバンカ※

 制御棒 チャンネル ヒューエル 中性子検出器 その他 ｲｵﾝ交換樹脂 造粒固化体 備　考

ボックス サポート

当該年度の発生量 ４０本 ０本 ０本 ０本 ０ｍ
3 １７８m3 ６３m3

当該年度の減少量 ０本 ０本 ０本 ０本 ０ｍ
3 １５６m3 ８３m3

施設内減量 ０本 ０本 ０本 ０本 ０ｍ
3 １５６m3 ８３m3

施設外減量 ０本 ０本 ０本 ０本 ０ｍ
3 ０m3 ０m3

年度末保管量 １，１６７本 ９，８１８本 ３本 １，１３７本 １８６ｍ
3 ２,３６８m3 １,１４８m3
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タンク等

※　第３四半
期まで集計

平成27年度の放射線業務従
事者線量等報告書から，従
来平成22年度第3四半期迄と
していた保管量を，平成23年
3月10日迄の値に見直した。



（３）使用済制御棒等の保管量

　　　　　　　　使用済燃料プール

制御棒 ﾁｬﾝﾈﾙ ポイズン ヒューエル 中性子 備考
ﾎﾞｯｸｽ カーテン サポート 検出器

７２本 ６３２本 ０本 ０本 １２本

４０本 ０本 ０本 ０本 ０本

施設内減量 ４０本 ０本 ０本 ０本 ０本

施設外減量 ０本 ０本 ０本 ０本 ０本

２２７本 １０，１５６本 １７３本 ０本 ３３５本

(４) 日本原燃㈱低レベル放射性廃棄物埋設センターへの放射性固体廃棄物の搬出量

均質固化体 充填固化体 合計

搬  出  量 ９６０本 ２，４９６本 ３，４５６本

累積搬出量 ５９，６９４本 ３１，７０４本 ９１，３９８本

福一・22・６／７

当該年度の発生量

当該年度の減少量

年度末保管量



Ⅲ．一般公衆の実効線量の評価

１．放射性気体廃棄物による実効線量

周辺監視区域外における最大線量 排気筒からの方位及び距離

放射性希ガスによる
 ※１ 　　　　　　　　  　　　　　　μＳｖ／年   方位　　　　　－ 　距離　  　　　－

実効線量 線量目標値評価地点における最大線量 排気筒からの方位及び距離

 ※１ 　　　　　　　　  　　　　　　μＳｖ／年   方位　　　　　－ 　距離　  　　　－

放射性よう素による
線量目標値評価地点における最大線量

実効線量  ＜１    　            　               μＳｖ/年

※東日本大震災の影響により平成２３年３月１１日までのデータを評価した。
※１　放射性希ガスの放出量は検出限界未満である。

２．放射性液体廃棄物による実効線量

放射性液体廃棄物
による実効線量

   ＜１                　               μＳｖ/年

※東日本大震災の影響により平成２３年３月１１日までのデータを評価した。 福一・22・７／７



「Ⅰ．放射線業務従事者線量関係」東日本大震災前後の内訳

　１．年度の放射線業務従事者線量

　（１）東日本大震災後の線量を除く１年間の線量分布（平成２２年４月１日から平成２３年３月１１日まで）

社　　員 1,120 24 0 0 0 0 0 0
その他 8,863 1,184 519 214 0 0 0 0
合　　計 9,983 1,208 519 214 0 0 0 0

（続き）

社　　員 0 0 0 1,144 0.77 0.7 8.34
その他 0 0 0 10,780 27.17 2.5 19.54
合　　計 0 0 0 11,924 27.94 2.3

　（２）東日本大震災後の線量のみの線量分布（平成２３年３月１１日から平成２３年３月３１日まで）

社　　員 106 239 302 227 178 130 85 59
その他 934 399 276 184 113 82 64 48
合　　計 1,040 638 578 411 291 212 149 107

（続き）

社　　員 43 44 119 77 65 16 0 6
その他 39 27 65 34 17 2 2 0
合　　計 82 71 184 111 82 18 2 6

（続き）

線量分布（人）

社　　員 1,696 53.47 31.5 670.36

その他 2,286 32.36 14.2 238.42

合　　計 3,982 85.83 21.6

線　　量　　分　　布　　（人）

 5mSv以下
 5mSvを超え
10mSv以下

10mSvを超え
15mSv以下

15mSvを超え
20mSv以下

20mSvを超え
25mSv以下

25mSvを超え
30mSv以下

30mSvを超え
35mSv以下

35mSvを超え
40mSv以下

線　量　分　布　（人）
総線量
(人・Ｓｖ)

平均線量
（ｍＳｖ）

最大線量
（ｍＳｖ）40mSvを超え

45mSv以下
45mSvを超え
50mSv以下

 50mSvを
超える

合　 計

線　　量　　分　　布　　（人）

 5mSv以下
 5mSvを超え
10mSv以下

10mSvを超え
15mSv以下

15mSvを超え
20mSv以下

20mSvを超え
25mSv以下

25mSvを超え
30mSv以下

30mSvを超え
35mSv以下

35mSvを超え
40mSv以下

合　 計

 250mSvを
超える

 100mSvを超え
150mSv以下

 150mSvを超え
200mSv以下

 200mSvを超え
250mSv以下

 75mSvを超え
100mSv以下

最大線量
（ｍＳｖ）

40mSvを超え
45mSv以下

45mSvを超え
50mSv以下

 50mSvを超え
75mSv以下

総線量
(人・Ｓｖ)

平均線量
（ｍＳｖ）

線　量　分　布　（人）

福一・22・別紙1



　２．平成１３年４月１日を始期とする５年間ごとの線量が100mSvを超えた者

　（１）東日本大震災後の線量を除く５年間ごとの線量が100mSvを超えた者（平成１８年４月１日から平成２３年３月１１日まで）

0（人）

　（２）東日本大震災後の線量が100mSvを超えた者（平成２３年３月１１日から平成２３年３月３１日まで）

108（人）

　３．女子（妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を事業者等に書面で申し出た者及び妊娠中の者を除く）の放射線業務従事者の線量

　（１）東日本大震災後の線量を除く線量分布（平成２２年４月１日から平成２３年３月１１日まで）
線　　量　　分　　布　　（人）

社 　員 39 1 0 0 0.00 0.1 1.28
その他 38 0 0 0 0.00 0.1 0.45
合　 計 77 1 0 0 0.01 0.1
社 　員 34 0 0 0 0.00 0.1 0.58
その他 35 0 0 0 0.00 0.0 0.52
合　 計 69 0 0 0 0.00 0.1
社 　員 35 1 0 0 0.00 0.1 1.83
その他 37 0 0 0 0.00 0.0 0.70
合　 計 72 1 0 0 0.01 0.1
社 　員 30 0 0 0 0.00 0.1 0.91
その他 36 0 0 0 0.00 0.1 0.94
合　 計 66 0 0 0 0.00 0.1

　（２）東日本大震災後の線量のみの線量分布（平成２３年３月１１日から平成２３年３月３１日まで）

社 　員 9 1 7 1 1 0.06 3.2 22.40
その他 0 0 0 0 0 - - -
合　 計 9 1 7 1 1 0.06 3.2

総線量
(人・Ｓｖ)

平均線量
（ｍＳｖ）

最大線量
（ｍＳｖ）1mSv以下

1mSvを超え
2mSv以下

2mSvを超え
5mSv以下

5mSvを超える

最大線量
（ｍＳｖ）1mSv以下

1mSvを超え
2mSv以下

2mSvを超え
5mSv以下

5mSvを超え
10mSv以下

10mSvを
超える

第４四半期

総線量
(人・Ｓｖ)

平均線量
（ｍＳｖ）

線　　量　　分　　布　　（人）

第１四半期

第２四半期

第３四半期

第４四半期
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　４．妊娠中の女子の放射線業務従事者において線量限度を超えた者
　（１）東日本大震災後の作業を除く線量が線量限度を超えた者（平成２２年４月１日から平成２３年３月１１日まで）

　　・腹部表面の等価線量が２mSvを超えた者 - (人)※
　　・内部被ばくによる実効線量が１mSvを超えた者 - (人)※

　（２）東日本大震災の作業において線量限度を超えた者（平成２３年３月１１日から平成２３年３月３１日まで）

　　・腹部表面の等価線量が２mSvを超えた者 0 (人)※
　　・内部被ばくによる実効線量が１mSvを超えた者 0 (人)※

　※対象となる女子の放射線業務従事者がいない場合は「－（人）」、
　　対象となる女子の放射線業務従事者がいる場合で各線量限度を超えなかった場合は「０（人）」と記載。
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福島第一原子力発電所 １号機　　　運転状況 ( 平成22年4月 ～ 平成23年3月)

　認 可 出 力　　４６０ＭＷ

(MW)

電

気

出

力

（１）H22.3/25～ 7/29 第２６回定期検査 （12）10/13 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（２） 7/29 発電機並列 （13）11/10 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（３） 8/ 2 高圧注水系の機能検査（社内）に伴う出力降下 （14）12/ 8 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

記 （４） 8/ 4 高圧注水系の確認運転に伴う出力降下 （15） 1/ 5 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（５） 8/ 4 高圧注水系の機能検査に伴う出力降下 （16） 1/29 原子炉冷却材浄化系の自動停止後の再起動に伴う出力降下

（６） 8/21 発電機解列 （17） 2/ 2 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（７） 8/22～ 9/27 高圧タービンケーシングからの漏えい箇所点検修理に伴う （18） 2/ 4 原子炉冷却材浄化系の再起動に伴う出力降下

事 中間停止 （19） 3/ 2 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（８） 9/27 発電機並列 （20） 3/11 発電機解列

（９）10/ 4 高圧注水系の機能検査（社内）に伴う出力降下 （21） 3/11～ 東北地方太平洋沖地震に伴う事故停止

（10）10/ 6 高圧注水系の確認運転に伴う出力降下

（11）10/ 6 高圧注水系の機能検査に伴う出力降下
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福島第一原子力発電所 ２号機　　　運転状況 ( 平成22年4月 ～ 平成23年3月)

　認 可 出 力　　７８４ＭＷ

(MW)

電

気

出

力

（１） 4/21 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （15） 9/15 発電機解列

（２） 4/28～ 4/30 制御棒パターン調整 （16） 9/16～11/18 第２５回定期検査

（３） 5/19 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （17）11/18 発電機並列

（４） 6/ 2 原子炉隔離時冷却系の定例試験に伴う出力降下 （18）11/25 原子炉隔離時冷却系の機能検査（社内）に伴う出力降下

記 （５） 6/16 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （19）11/25 高圧注水系の機能検査（社内）に伴う出力降下

（６） 6/17 発電機解列 （20）11/29 原子炉隔離時冷却系の機能検査に伴う出力降下

（７） 6/17～ 7/19 所内電源喪失による中間停止 （21）11/30 高圧注水系の確認運転に伴う出力降下

（８） 7/19 発電機並列 （22）11/30 高圧注水系の機能検査に伴う出力降下

（９） 7/30 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （23）12/ 1 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（10） 7/30 原子炉隔離時冷却系の定例試験に伴う出力降下 （24）12/28 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

事 （11） 8/11 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （25） 1/26 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（12） 8/25 原子炉隔離時冷却系の定例試験に伴う出力降下 （26） 2/23 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（13） 8/25～8/31 制御棒パターン調整 （27） 3/11 発電機解列

（14） 9/ 9 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （28） 3/11～ 東北地方太平洋沖地震に伴う事故停止

＊ 12/ 6～  3/11 定格熱出力一定運転
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福島第一原子力発電所 ３号機　　　運転状況 ( 平成22年4月 ～ 平成23年3月)

　認 可 出 力　　７８４ＭＷ

(MW)

電

気

出

力

（１） 5/12～ 5/17 制御棒パターン調整 （10）10/21 高圧注水系の確認運転に伴う出力降下

（２） 5/29～ 6/ 1 制御棒パターン調整 （11） 1/19～ 1/ 24 制御棒パターン調整

記 （３） 6/18 発電機解列 （12） 3/11 発電機解列

（４） 6/19～ 9/23 第２４回定期検査 （13） 3/11～ 東北地方太平洋沖地震に伴う事故停止

（５） 9/23 発電機並列

（６）10/ 5 高圧注水系の機能検査（社内）に伴う出力降下

事 （７）10/ 7 高圧注水系の確認運転に伴う出力降下

（８）10/ 7 高圧注水系の機能検査に伴う出力降下

（９）10/13 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

＊ 4/1～ 6/18 定格熱出力一定運転

＊ 9/30～ 3/11 定格熱出力一定運転
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福島第一原子力発電所 ４号機　　　運転状況 ( 平成22年4月 ～ 平成23年3月)

　認 可 出 力　　７８４ＭＷ

(MW)

電

気

出

力

（１） 4/21 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （13）10/30～11/ 9 制御棒パターン調整

（２） 6/16 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （14）11/ 4 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（３） 7/14 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （15）11/17～11/29 コーストダウン

（４） 7/28 原子炉隔離時冷却系の定例試験に伴う出力降下 （16）11/29 発電機解列

記 （５） 8/11 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下 （17）11/30～ 第２４回定期検査

（６） 9/ 9 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（７） 9/14 原子炉隔離時冷却系の定例試験に伴う出力降下

事 （８） 9/13～ 9/28 制御棒パターン調整

（９） 9/28 原子炉隔離時冷却系の定例試験に伴う出力降下

（10）10/ 6 高圧注水系の定例試験に伴う出力降下

（11）10/ 9～10/14 制御棒パターン調整

（12）10/20 原子炉隔離時冷却系の定例試験に伴う出力降下

＊ 4/ 1 ～ 11/29　 定格熱出力一定運転
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福島第一原子力発電所 ５号機　　　運転状況 ( 平成22年4月 ～ 平成23年3月)

　認 可 出 力　　７８４ＭＷ

(MW)

電

気

出

力

（１）10/ 9 制御棒パターン調整

（２）11/ 2 発電機解列

（３）11/ 2～ 12/25 原子炉給水系の不具合による故障停止

（４）12/25 発電機並列

（５） 1/ 2 発電機解列

（６） 1/ 3～ 第２４回定期検査

＊ 4/ 1 ～ 11/ 2　 定格熱出力一定運転

＊ 12/ 27 ～1/ 2　 定格熱出力一定運転
福一・２２・資料５
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福島第一原子力発電所 ６号機　　　運転状況 ( 平成22年4月 ～ 平成23年3月)

　認 可 出 力　　１，１００ＭＷ

(MW)

電

気

出

力

（１） 5/29～  6/23 制御棒パターン調整

（２） 7/ 3 制御棒パターン調整

（３） 7/24 制御棒パターン調整

（４） 8/13 発電機解列

（５） 8/14～ 第２２回定期検査

＊ 4/ 1　～　8/13　定格熱出力一定運転

福一・２２・資料６

事

記

0

550

1100

1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 12

（１） （２） （３）

（月）

（４）（５）

22/4            5            6              7   8 9   10  11  12    23/1            2              3             



添 付 書 類 
 
 
 
 

平 成 ２２ 年 度 

 

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 周 辺 の 

一 般 公 衆 の 実 効 線 量 計 算 方 法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東 京 電 力 ホールディングス株 式 会 社 
 
 
 
 



実効線量の計算方法 
 
１．放射性気体廃棄物による実効線量計算 
 
（１）放射性気体廃棄物の放出量及び計算期間 

実効線量の計算は，平成２２年４月１日から平成２３年３月１１日（東日本大震災前）

までの約１年間について，年度報告書の放射性気体廃棄物の放出量の報告値（第１表）を用

いて行う。 
 
（２）放出条件 

放出形態としては連続放出として取扱う。 
排気筒の有効高さは排気筒地上高さに吹き上げ高さを加算した放出源高さで風洞実 

  験を行い，その結果（第２表）を用いる。 
 
（３）気象条件 

実効線量計算に用いる気象条件は，昭和５４年４月から昭和５５年３月までの１年 
  間における風向，風速，日射量，放射収支量の観測データを統計処理して用いる。 
   統計処理は「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づいて行う。 
   計算に使用する気象条件を第３表に示す。 
 
（４）実効線量の計算方法 

放射性希ガスによる実効線量及び放射性よう素による実効線量の計算は「発電用軽 
  水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下「評価指針」という）に 
  示された方法に基づいて行う。 
 
（５）計算地点 
   計算地点は，周辺監視区域外（海側は除く）で放射性希ガスによる実効線量が最大 
  となる地点，並びに，将来の集落形成を考慮した場合で，放射性希ガスによる実効線 
  量及び放射性よう素による実効線量が最大となる地点とする。 
   各計算地点を第１図に示す。 
 
 
 
 
 
 



 
２．放射性液体廃棄物による実効線量計算 
 
（１）放射性物質の放出量及び計算期間 

実効線量の計算は，平成２２年４月１日から平成２３年３月１１日（東日本大震災前）

までの約１年間について，年度報告書の放射性液体廃棄物の放出量の報告値を用いて行う。 
 
（２）海水中における核種の濃度 

各核種の濃度は，１～４号機及び５，６号機で１年間に放出した核種の放出量を， 
  １～４号機及び５，６号機の総希釈水量で除した濃度（第４表）とする。 
 
（３）実効線量の計算方法 

放射性液体廃棄物による実効線量の計算は，「評価指針」に示された方法に基づい 
  て行う。 
   なお，報告値は１～４号機及び５，６号機の評価値を比較し，高い値とする。 
 
３．実効線量計算結果 
 

 
項            目 

 

 
線 量 評 価 結 果 

 

放射性希ガス 
による実効線量 

周辺監視区域外 
における最大線量   ※１ μＳｖ／年 

線量目標値評価地点 
における最大線量   ※１ μＳｖ／年 

放射性よう素 
による実効線量 

線量目標値評価地点 
における最大線量   ＜１ μＳｖ／年 

放射性液体廃棄物 
による実効線量 －   ＜１ μＳｖ／年 

合            計   ＜１ μＳｖ／年 

 
※ 東日本大震災の影響により平成２３年３月１１日までのデータを評価した。 
※１放射性希ガスの放出量は検出限界未満である。 
 



 
 
 

第１表 気体廃棄物の年平均放出率 
 

 
希 ガ ス 平 均 放 出 率 

（Ｂｑ・ＭｅＶ／Ｓ） 
Ｉ－１３１平 均 放 出 率 

（Ｂｑ／Ｓ）       

１、２号機 
共用排気筒 － ８．９×１０―４ 

３、４号機 
共用排気筒 － － 

５，６号機 
共用排気筒 － － 

２号機タービン建屋

換気系排気筒 － － 

３号機タービン建屋

換気系排気筒 － － 

４号機タービン建屋

換気系排気筒 － － 

廃棄物集中処理建屋

換気系排気筒 － － 

その他排気筒  － 

 
※ 東日本大震災の影響により平成２３年３月１１日までのデータを評価した。 

 
 
 
 
 

 



              第２表 方位別排気筒有効高さ 
                                 単位：ｍ 

風 向 風下方位 １、２号機 
共用排気筒 

３、４号機 
共用排気筒 

５、６号機 
共用排気筒 

タービン建屋 

換気系排気筒 

Ｎ Ｓ １２０ １２０ １６０ １１６ 

ＮＮＥ ＳＳＷ １１７ １１７ １５５ １１３ 

ＮＥ ＳＷ １３５ １３５ １８６ １３０ 

ＥＮＥ ＷＳＷ １４３ １４３ ２００ １３８ 

Ｅ Ｗ １６１ １６１ ２３１ １５４ 

ＥＳＥ ＷＮＷ １３８ １３８ １９１ １３３ 

ＳＥ ＮＷ １３５ １３５ １８６ １３０ 

ＳＳＥ ＮＮＷ １１２ １１２ １４６ １０９ 

Ｓ Ｎ １０７ １０７ １３８ １０４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



           第３表 風向別大気安定度別風速逆数の総和 
単位：ｓ／ｍ 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｎ Ｓ ０．４２ ３７．１６ １６．６５ ８６．４２ ８．５９ ４０．９５ 

ＮＮＥ ＳＳＷ １．３２ ３９．４１ ２５．７４ ４５．１３ １．２３ １８．９８ 

ＮＥ ＳＷ ０．９８ ５３．３３ １０．１２ ２７．３６ ０．５３ １６．２９ 

ＥＮＥ ＷＳＷ ０．７１ ４９．１７ ２．９５ ２３．６８ ０．１２ ６．７６ 

Ｅ Ｗ ０．６９ ４６．３４ ０．８０ ２４．１５ ０．００ ４．６５ 

ＥＳＥ ＷＮＷ １．１０ ３８．３４ ４．７３ ２１．５１ ０．００ ４．６０ 

ＳＥ ＮＷ １．６５ ４８．７０ １０．２８ ３１．８０ ０．４５ １２．４５ 

ＳＳＥ ＮＮＷ ０．６４ ４０．０１ ２８．２６ ６７．２９ ３．６８ ２５．６０ 

Ｓ Ｎ １．４３ ３１．６４ １９．５６ １０３．１９ １１．６６ ６１．１０ 

ＳＳＷ ＮＮＥ ０．１３ １９．１５ ５．３１ ６８．５７ １２．７４ ７２．１８ 

ＳＷ ＮＥ ０．１６ １５．９６ ２．０１ ５３．１７ ７．４７ ７０．１５ 

ＷＳＷ ＥＮＥ ０．１４ １５．８３ ３．０３ ５２．３９ ９．７５ ５６．４４ 

Ｗ Ｅ １．０５ １７．４６ １４．４３ ６２．９７ ７．８３ ６２．７４ 

ＷＮＷ ＥＳＥ ２．１０ ２０．５４ １３．５９ ８１．３６ ２１．７８ ８３．８７ 

ＮＷ ＳＥ ０．１４ ２２．１７ １７．００ １３７．６５ ２６．４５ １０２．９８ 

ＮＮＷ ＳＳＥ ０．１８ ３５．５５ １９．１８ １９４．３３ ２１．３７ ８３．４３ 

        観測地点：標高１３２ｍ 
 
 
 
 
 
 

風向   風下方位 

      大気安定度 



第４表 液体廃棄物の年間平均放水口濃度 
 

 
１～４号機 ５、６号機 

総希釈水量 3.7×10９ ｍ３ 総希釈水量 2.7×10９ ｍ３ 

核 種 濃 度 （Ｂｑ／ｃｍ３） 濃 度 （Ｂｑ／ｃｍ３） 

Ｃｒ－５１ － － 

Ｍｎ－５４ － － 

Ｆｅ－５９ － － 

Ｃｏ－５８ － － 

Ｃｏ－６０ － － 

Ｉ－１３１ － － 

Ｃｓ－１３４ － － 

Ｃｓ－１３７ － － 

その他 － － 

Ｈ－３ 3.1×10－４ 4.0×10－４ 

 
※ 東日本大震災の影響により平成２３年３月１１日までのデータを評価した。 



 

 

   放射性希ガスによる実効線量計算地点 

放射性よう素による実効線量計算地点 

第１図 線量計算地点 



令和３年８月６日 
東京電力ホールディングス株式会社 

福島第一原子力発電所 
 

平成２２年度放射線業務従事者等報告書の一部訂正について 
 

１．概要 
 「平成２２年度放射線業務従事者等報告書」において，「Ⅰ．放射線業務従事者線量関係」

および「Ⅰ．放射線業務従事者線量関係 東日本大震災前後の内訳」のうち，「１．年度の

放射線業務従事者線量」および「１．年度の放射線業務従事者線量（２）東日本大震災後

の線量のみの線量分布（平成２３年３月１１日から平成２３年３月３１日まで）」に誤りを

確認したため，報告書の記載を一部訂正します。 
 
２．訂正箇所と訂正理由 
（１）訂正箇所①：「Ⅰ．放射線業務従事者線量関係」の「１．年度の放射線業務従事者線

量」のうち，「５ｍＳｖ以下」，「５ｍＳｖを超え１０ｍＳｖ以下」，「１

０ｍＳｖを超え１５ｍＳｖ以下」，「１５ｍＳｖを超え２０ｍＳｖ以下」，

「２５ｍＳｖを超え３０ｍＳｖ以下」，「合計」における「その他」およ

び「合計」の人数，総線量。 
（２）訂正箇所②：「Ⅰ 放射線業務従事者線量関係 東日本大震災前後の内訳」のうち，

「１．年度の放射線業務従事者線量（２）東日本大震災後の線量のみの

線量分布（平成２３年３月１１日から平成２３年３月３１日まで）」に

おける「５ｍＳｖ以下」，「５ｍＳｖを超え１０ｍＳｖ以下」，「１０ｍＳ

ｖを超え１５ｍＳｖ以下」，「１５ｍＳｖを超え２０ｍＳｖ以下」，「２５

ｍＳｖを超え３０ｍＳｖ以下」，「合計」における「その他」および「合

計」の人数，総線量。 
（３）訂正理由 ：協力企業において，福島第一原子力発電所の事故時に構内で作業に従

事した作業員について，緊急作業従事者の未登録があること，ならびに

作業員の被ばく線量の修正が必要であることが判明したため。 
 

３．再発防止対策 

同様の事象が発生していないことについて，福島第一原子力発電所の事故当時構内に入

構可能であった登録事業者に対して再調査を依頼し，各事業者による調査の結果，当該事

業者を除く全ての事業者について福島第一原子力発電所の緊急作業への従事把握漏れや，

線量再評価の必要が無いことを確認しております。 

 



４．添付資料 

・平成２２年度放射線業務従事者等報告書  正誤表



（１）平成２２年度放射線業務従事者等報告書 正誤表 
 
 
訂正前 訂正後 
 

 
 

 

 
 

部は訂正箇所を示す。 



（２）平成２２年度放射線業務従事者等報告書 正誤表 
 

訂正前 訂正後 
 

 
 

 

 
 

部は訂正箇所を示す。 
 


